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区政のここをきく 一般質問要旨

災害対策について
大規模災害発生時に区民の生命と財産を守るた

めには、災害対策本部がいかに迅速かつ的確に活
動を行うかが重要であり、災害対策本部の繰り返
しの訓練や不断の見直しを行うことで、その機能
強化を図っていくべきと考えるが、現時点での区
の状況と見解を問う。
マニュアルの整備やそれに基づく訓練に加え、

PDCAサイクルを実施する体制を構築し、訓練
等を踏まえた改善・見直しを行うことにより災害
対策本部機能の充実・強化を推進する。
実効性、汎用性、可能な限りのコストの削減と

いった視点を十分踏まえた上で、災害時に効率的
に被災情報の収集・管理・伝達を行うことのでき
るシステムの設計を進め、災害対応体制の強化を
図るべきと考えるが、区の見解を問う。
区では、防災センターの整備時に、情報収集か

ら管理、伝達を行うシステムを配備したが、現在、
そのリニューアルに向けた設計を進めている。今
後、実際の活用場面を想定したシステムへの反映
や、汎用性のある機器の導入、経費の縮減といっ
た視点を欠かすことなく、システムの構築を進め
ていく。
現在の防災課は本庁舎から距離のある防災セン

ター内にあるが、危機管理対応に万全を期すため
にも、防災課を本庁舎に移転させ、災害発生時、
本庁舎内に設置される災害対策本部と可能な限り
近接させるべきと考えるが、区の見解を問う。
防災センターは耐震性等の課題から本庁舎とは

別に整備されたが、本庁舎の耐震化により安全性
が向上した。そのため、本庁舎に防災課を配置す

問

答答

問

答答

問

答答

ることは危機管理体制を強化する意味でも重要な
ご指摘であることから、具体的に検討していく。

東京都と足立区の間で契約が締結される見通し
となったことを踏まえ、移転が現実のものとなり
つつある今、東京電力所有の土地に加え、東京女
子医科大学が所有する土地・建物についても早急
に手を打ち、区東北部の基準病床数が４６０床増
加することで可能性が見えてきた災害拠点病院を
誘致し、医療と介護の連携や地域の賑わいを創出
するための条件を整える必要があると考える。ま
た、そのために必要となる財政支出に備えた財源
の積み上げや、不安を感じている地元の方々に対
する十分な説明も必要であるが、今後どのように
取り組んでいくつもりか。区の見解を問う。
区では、東医療センター移転後の女子医大用地

と東京電力用地、施設を活用し、災害拠点病院の
機能を有する病院を誘致し、医療と介護の連携や
地域の賑わいの創出を実現するための条件を積極
的に整えていく。災害拠点病院の誘致にあたって
は、議会や区民の理解を得た上で、一定の負担を
する必要があると考えており、最大限の財源確保
等の検討を進めている。また、諸条件を整理し、
可能な限り、早期に東医療センター移転後の方向
性を示せるよう努めていく。

問

答答

災害対策と東京女子医科
大学東医療センター移転
について問う

並木一元（自民党）

◀
現
在
防
災
課
の
あ
る

　
荒
川
区
立
防
災
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ン
タ
ー

その他の質問項目
○新たな視点による行財政改革について
○モノづくりセンサスに基づく産業の活性化につ
いて

東京女子医科大学東医療センター移転につい
て問う
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公共施設の諸課題と新公
会計制度に基づく積立に
ついて問う

中村尚郎（公明党）

高齢者・障害者の暮らしを
守り、子どもたちが生き生
き成長できるために

小島和男（共産党）

◀
来
年
大
規
模
改
修
が
行
わ
れ
る

　
荒
川
総
合
ス
ポ
ー
ツ
セ
ン
タ
ー

公共施設の諸課題について
「公共施設総合管理計画」を、従来のように完

成された計画ではなく、基本的な方向を確認・実
践し、課題をフィードバックしながら必要な修正
を図る「走りながら考える」手法を組み込むべき
であると考えるが、区の見解を伺う。
昨今の急激な社会経済状況の変化等を踏まえる

と、常にその計画が適切なものになっているかを
確認し、必要な修正を行うことは重要であり、そ
の仕組みについて鋭意検討していく。
様々な方策を組み合わせた公共施設マネジメン

トを着実に進め、安心安全な施設を維持しながら、
財源確保を含めた自治体経営全般の課題に取り組
むことが重要であると考えるが、区の見解を問う。
区では、国家戦略特区制度を活用した公園用地

の活用など、財政基盤の強化に努めてきた。今後
は、新公会計制度との連携を図り、さらに財源の
確保に努めていく。
施設全体を一元的に管理する専門実施組織、仮

称「総合施設経営担当」を設置し、公共施設の老
朽化対策を実効性のあるものにすべきと考えるが、
区の見解を問う。
体制の整備は大切な視点の一つであるが、現場

の職員が自ら問題意識を持ち対応する必要があり、
全庁横断的な連携体制を整え、中長期にわたり最
適な対策が講じていけるよう取り組んでいく。
新公会計制度に基づく積立について
毎年の減価償却費相当額を実際に積み立ててお

くなど、公共施設更新のための基金積立は必要と
考えるが、区の見解を問う。
毎年の減価償却費相当額を積み立てておくこと

が望ましいが、現実には、税収等に限りがあるた
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問

答答

問

答答

問

答答

高齢者・障害者の暮らしを守るために
くらしの実態を見ないで、一定の所得を超える

高齢者の介護保険の利用料を3割負担とすること
について、国に3割負担の撤回を求め、区独自に
負担軽減を実施することを求める。
現時点で区として国に撤回を求めることや区独

自の負担軽減策の検討はしていない。今後影響の

問

答答

め、基金の現在高は対象施設の減価償却費累計額
を下回る状況にある。
公共施設の更新にも減価償却の考え方を導入

し、財源確保に向けた基金積立の具体的なルール
下の下で条例を改正すべきと考えるが、区の見解
を問う。
公共施設に係る建物等の減価償却費累計額を一

つの目安と捉え、これまで以上に積極的な積立に
努めるとともに、財政運営の柔軟性を損なわない
基金積立のルール化についても研究していく。
公共施設総合管理計画の中で、更新期間を８０

年に長寿命化する根拠は如何なるものか。また、
コストはいくらを見込んでいるのか、区の見解を
問う。
更新期間は、文部科学省の「学校施設の長寿命

化改修の手引」と、これまでの区における施設の
改修期間を踏まえ、８０年と定めた。更新周期８０
年で試算した場合、更新費用は、年間約４８.７億
円となる。

問

答答

問

答答

○学校における働き方改革について
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地域に残る歴史的な痕跡を
顕彰・保存し共有すること
地域経済と雇用について

斉藤裕子（元気クラブ）

◀
今
年
度
開
設
さ
れ
た

　
汐
入
東
小
学
童
ク
ラ
ブ

荒川区は、区周辺の人たちが彰義隊とどのよう
な関わりをもったのか、調査、把握しているのか。
区内には彰義隊にゆかりの深い史跡・伝承が多

く残っており、企画展の実施はもとより、区報や
ホームページ等でも紹介している。
日暮里図書館とゆいの森で連携し、吉村昭先生

と地域に残る事物の企画展等を行ってはどうか。
「おしどり文学館協定」一周年となることから、

明治維新１５０周年も題材とした、吉村昭・津村
節子両先生の展示等を予定している。

地域経済と雇用について
黒字区内事業者の法人事業税の納税状況はどう

か。来年の１０％への増税に耐えられるという認

問
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問
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問

把握等に努めていく。
訪問介護の生活援助サービス基準については、

利用抑制やケアマネジャーの負担増につながらな
いようにすることを求める。
今後、国から提示される改正の詳細内容を踏ま

え、ケアプランの検証が始まる１０月に向けて適
切に準備を進めていく。
就労支援B型等の成果主義の強化が行われた障

害福祉サービスの報酬改定における影響調査を行
い、必要な財政支援を行うことを求める。
今回の報酬改定による影響については、事業者

との定期連絡会等も活用しながら、密に意見交換
を行い、経営実態について注視していく。

支給のばらつきをなくして家計のやりくりを安
定させるため、希望者に児童扶養手当を毎月支給
できるようにすることを求める。
児童扶養手当の支給回数を年6回に増やし、隔

月支給に改める法改正が行われ、平成３１年度か
ら施行される。区では家計管理など生活面で適切
なアドバイスや子どもの進学に関する相談対応等
それぞれの事情に応じ、丁寧な対応に努めていく。
児童扶養手当の現況届の提出受付は夜間、土日

にも行うこと。また、提出時に、具体的なくらし
の実態把握や各種相談コーナーなどもつくること
を求める。
現況届の提出の機会を生かし、集中的な相談支

援に努めている。夜間、土日の実施は関係機関と
の連携が困難であるなど課題があり、今後、実情
に合った相談支援の在り方について検討していく。
来年度以降の利用者が増え続けることが予想さ

れるため、区として学童クラブ占有面積基準を満
たすために、今後の増設計画を明らかにすること
を求める。
区では、平成３２年４月に向けて（仮称）尾久

小学童クラブの整備を進めており、今後も学童ク
ラブの需要が増加傾向にある地域において引き続
き供給体制の確保に努めていく。
その他の質問項目
○ひきこもり対策について

問

答答

問

答答

問

答答

問

答答

問

答答

○特別支援教室の充実について
○超高層マンション中心の西日暮里駅前地区再開
発の見直しをすること
○区内主要な駅のバリアフリー化の促進について

すべての子どもたちが明るく生き生き成長で
きるようにするために

明治維新１５０周年。歴史的な痕跡を共有す
べき

◀
彰
義
隊
に
ゆ
か
り
の
あ
る
円
通
寺
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妊娠期から出産・育児まで
の支援と小中学校教育の充
実について問う

中島義夫（自民党）

東京女子医大東医療セン
ター移転問題と「清掃負担
の公平」について問う

藤澤志光（改革の会）

◀
委
員
会
視
察
で
訪
れ
た

　
練
馬
清
掃
工
場

識か。再延期を国に具申する考えはないか。
法人事業税の納税状況は直近増加傾向にある。

区としては、消費税の引き上げを見据え、国の支
援策と共に、引き続き支援していく。
富士美術印刷子会社の争議を受け、破産法や親

会社の雇用者責任等、企業の倒産に伴う労働者保
護についてどう考えているか。
各企業における使用者の法令順守の徹底、倒産

時の従業員の生活安定や各種支援策の情報提供な
ど、関係機関と連携しながら支援を続けていく。
その他の質問項目
○女子医大東医療センター移転問題について

答答

問

答答

の平準化とはどの様な状態を言い、いつ頃解消さ
れるのか。
一定の平準化は、２３区のごみ量が、制度導入

時に工場のある１６区のごみ量を下回った時点で
あるが、なお期間を要する見込みである。

答答

東京女子医大東医療センター移転問題について
東京都保健医療計画の改定で、二次医療圏とし

て区東北部の病床数が４６０床増床となったが、
区はどのような対応を考えているか。
移転後の女子医大用地等を活用し、災害拠点病

院誘致等の条件を積極的に整えていく。
南千住地域や東日暮里地域の区民も対応できる

災害拠点病院を作るべきと思うがどうか。
病床数や建設用地、周辺環境等の課題から、現

時点において、適地は難しいものと認識している。
病院誘致についての多額の費用負担を区はどの

ように対応するのか問う。
議会や区民の理解をいただいた上で、一定の負

担をする必要があると考えている。
「清掃負担の公平」について
清掃一組分担金への加算・減算という形で反映

されている「負担の調整額」は制度としておかし
いと思うが区はどう考えるか。
本制度に関しては、様々な論点を整理し、引き

続き２３区として検討を行っていく。
清掃工場有無の負担の公平化の方策にある一定

問

答答

問

答答

問

答答

問

答答

問

妊娠期から出産・育児までの支援について
育児に関わっているすべての人から育児不安を

取り除き、孤立を防ぐことが大切であり、住民に
最も身近な区の役割が、とても重要となる。これ
までの取り組みを更に進め、子供が生まれる前の
段階から、早期に支援の手を差し伸べることで、
すべての子供が健やかに生まれ、のびのびと育つ
環境の整備を求める。スマホやタブレットを利用
した「アプリ」などを活用するのも、ひとつの方
法であり、荒川区ならではの積極的な支援を期待
するが、区の見解を問う。
妊娠期から子育てまでの切れ目のない支援の充

実を図る必要があり、個別の支援と予防的な支援
を強化していく。そのためにも、最も大切なこと
は「妊婦に会う」ことだと考えている。今後、す
べての妊婦の面接を実施し、個別支援を行うため
の支援プランを検討しており、子育ての不安を軽
減することにつなげていく。また、子育て支援の
ためのアプリが近年開発されており、区としても
導入に向け準備を進めていく。
小中学校教育の充実について

問

答答
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高齢者の虚弱「フレイル」
予防対策と障がい者対策に
ついて

松田智子（公明党）

◀
あ
ら
か
わ
子
育
て
応
援
ブ
ッ
ク

プログラミング教育は、２０２０年から小学校
必修化し、２０２１年に中学校、２０２２年に高
校の必修化が決定した。プログラミング教育は、
将来を担う子供たちにとって、大変重要な学習科
目であると同時に、非常に専門的な内容になるた
め、最初の段階では専門家による指導が望ましい
と考える。このプログラミングの専門家を外部人
材として活用し、教師が一緒になって、学校現場
で指導していく方法を検討してはどうか。
プログラミング学習は、子どもたちの論理的思

考力を育成する上で大変効果的である一方で、非
常に専門性の高い学習活動であるため、外部人材
を活用した授業を実施していくことでより一層効
果が高まるものと認識している。他自治体の実践
事例も参考にしながら、外部の専門家を活用し、
教師が一緒になって指導していくことで、子ども
たちの論理的思考力をより一層高めることができ
るよう、取り組んでいく。
文部科学省も導入を推奨し、社会が教育現場に

求めているアクティブラーニング授業は、学校全
体でしっかりと取り組む必要がある。その様なア
クティブラーニングを導入する上では、教師自身
が、新しい学びの概念であるアクティブラーニン
グをしっかりと体験して学ぶことが重要だと考え
る。働き方改革が叫ばれている今、教師の負担を
増やし、間に合わせ的な指導をさせるより、はじ
めは専門家から研修を受け、生徒の立場を体験し
ながら、生徒目線に立って指導していくことが望
ましいと考えるが、区の見解を問う。
アクティブラーニングを実施するに当たっては、

教師自身が学び、授業を工夫・改善していくこと
が重要と認識している。そのためには、教師を対
象とした研修会等において、外部講師を活用する
などして、教師が学びを深め、アクティブラーニ
ングの手法を用いた授業を充実し、子どもたちが
主体的・対話的で深い学びを行えるよう、学校現
場を支援していく。
その他の質問項目
○高齢者の自立支援のための取り組みについて
○魅力ある街づくり(荒川遊園や公園等)について
○災害に強い街づくり(区道の無電柱化)について

問

答答

問

答答

高齢者の虚弱「フレイル」予防対策について
フレイル予防対策として、講演会や講習会を開

催し、そこで学んだ方がフレイルサポーターとな
り、介護予防の取り組みに参画してはどうか。
これまでの取り組みに加え、今後、講習会等を

通じて、フレイル予防に関する最新の知識を身に
着け、住民同士が教え、学び合える環境作りを行 
っていく。
介護や見守りの登録をしていない方々に向け、

フレイルサポーター等が高齢者宅を訪問し、困っ
ている点や不安な点等伺い、介護予防・認知症早
期発見に繋げる仕組みづくりをしてはどうか。
高齢者みまもりステーション等による高齢者宅

の訪問と、他の事業との連携を図ることによって、
必要な時に必要なサービスがご利用いただけるよ
う、これまで以上に事業の周知等を図る。
健康づくりやフレイル予防、社会参加のきっか

けとなる街歩きの際、休憩する場所などに多様な
「まちなかベンチ」の設置を積極的に推進するこ
とを求める。
区内のベンチの設置状況を再確認するとともに、

先進自治体の取組み等の研究を通して、外出支援
に効果的につなげられるよう検討を行っていく。
障がい者対策について
周囲に援助や配慮が必要であることを知らせる

ヘルプマークの普及や理解促進の取り組みとして、

問

答答

問

答答

問

答答

問
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６月１日
◆６月会議について
①６月会議・初日の開会日について
②提出予定案件について
③６月会議の会議期間について
④一般質問等の締切日について
⑤提出議案説明のための委員会開会について
⑥６月会議の会議期間に係る日程について
◆行政視察について　　　　　　　　　　　ほか
６月１９日
◆６月会議について
①追加議案の提出について
②陳情書の受理について
③６月会議の会議期間について
④一般質問について
⑤６月２０日の議事の取り扱い及び順序につい
て
⑥６月２１日の議事の取り扱い及び順序につい
て

７月４日
◆６月会議の最終日について
①後期高齢者医療広域連合議会議員の選挙にお
ける候補者の推薦について
②追加議案について
③議事日程について
④本会議の議事の取り扱い及び順序について
⑤６月会議の終了について

議会運営委員会
志村　博司　委員長

（※５月３１日～７月５日）

◀
ア
ク
ロ
ス
あ
ら
か
わ
の

　
ト
イ
レ
の
前
広
便
座

◀
６
月
会
議
に
て

　
区
長
に
よ
る
答
弁
の
様
子

積極的な利用の声掛けと配布を求める。
ヘルプマークに込められた意味等への理解が深

まるよう、また、ヘルプマークの配布についても、
区としてできることを検討していく。
１日も早く、区の全ての公共施設における完全

バリアフリー化を進めるべきと考えるが、区の見
解を問う。
公共施設について、障がいのある方の意見も聞

きながら施設整備を一歩一歩着実に進めており、
施設を点検し、手法を検討するなどバリアフリー
化に取り組んでいく。
難病に対する制度の周知徹底や、区の窓口の一

本化並びに区独自の「難病相談・支援センター」
を設置すべきと考えるが区の見解を問う。
難病についてより多くの方々にご理解いただく

とともに、職員の専門的な知識の習得を進める。
また、関連する機関等との更なる連携強化を図り、
情報交換や、気持ちを分かちあえる場の創設につ
いて検討するなど、地域で安心して療養生活を送
ることができる環境づくりに取り組む。
その他の質問項目
○持続可能な開発目標「SDGｓ」における更なる
区の取組み
○性同一性障害・LGBT理解促進策について
○区民の声を活かした更なる区政運営について

答答

問

答答

問

答答

平成３０年度荒川区議会定例会・９月会議は
９月中旬に開かれる予定です。

ぜひ、区議会の傍聴にお越しください。
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